（　公　募　）

山口南総合センター指定管理者候補者選定結果
１　施設の名称　　　山口南総合センター
２　指定の期間　　　令和３年４月１日～令和８年３月３１日

３　指定管理者候補者選定結果

株式会社　三宅商事
　　　代表取締役　葭谷　光哉
　　　山口市旭通り二丁目１番３４号
４　指定管理者候補者の概要（目的、事業内容、事業実績等）

　　本法人は、総合ビル管理、清掃機器及び清掃用品の販売、日用雑貨用品の販売、室内装飾用品の販売、内装の塗りかえ及び塗料の販売、損害保険代理業、一般労働者派遣事業、公共の施設に関する指定管理者業などを目的として設立されている。
この目的を達成するため、設備管理、清掃、廃棄物収集運搬などの事業を行っている。

５　募集及び選定の経過

募集要項・仕様書の決定　　　　令和２年７月１０日（金）

受付期間　　　　　　　　　　　令和２年９月　７日（月）～令和２年９月２３日（水）
現地説明会　　　　　　　　　　令和２年８月１７日（月）
質問書の受付　　　　　　　　　令和２年８月１７日（月）～令和２年８月２８日（金）
選定委員会によるヒアリング及び審査　　令和２年１０月１２日（月）、１０月２７日（火）
６　指定管理者応募団体
株式会社　三宅商事
７　選定の方法

（１）選定委員会委員

　　　礒部　素男　　　教育部長（委員長）

　　　三輪　孝治　　　教育部次長
　　　磯部　貴文　　　教育委員会事務局参事
　　　中村　武司　　　教育総務課長
　　　江村　俊彰　　　社会教育課長
　　　前田　哲男　　　山口県立大学社会福祉学部教授
　　　宮井　浩志　　　山口大学経済学部准教授
　　　藤井　清孝　　　山口市スポーツ協会副会長
（２）提出書類の確認

応募団体からの提出書類については、募集要項に定める応募の資格等を満たし、適正に記載されていることを確認しました。

（３）応募団体ヒアリング

応募団体に対し、応募団体ヒアリングへの出席を求め、提案内容等についての説明及び質疑応答を行いました。 

実施日 　令和２年１０月１２日（月）

場　所 　市役所別館第１会議室

要　領　 各２０分間のプレゼンテーション及び質疑応答
（４）審査内容
提案内容の審査については、各応募団体の指定申請等書類及びヒアリングの内容を基に、選定委員会において、選定基準〔別紙１〕に掲げる評価項目ごとに評価を行い、次の審査基準により候補者として選定しました。
	【第1審査基準】

　　　　総配点合計の６割（基準点）以上でかつ最も多くの委員が最も高い採点をした団体を候補者とする。

　【第２審査基準】

　　　　最も高い採点をした委員数が同数となり、第1審査基準により候補者が

決しない場合は、当該団体のうち総計得点の最も高い団体を候補者とする。

※　第１審査基準を優先的に適用するため、総計得点が上回っていても候補者として選定されない場合があります


８　選定結果の概要

【第１審査基準】

	最も高い採点をした委員の人数
	株式会社三宅商事

	
	８


【第２審査基準】
	選定基準
	配点
	委員数
	総配点
	株式会社三宅商事

	利用者の公平性・平等性の確保
	１０
	８
	８０
	７０

	施設の効用の最大限の発揮
	３０
	８
	２４０
	１８４

	管理運営経費の縮減
	２０
	８
	１６０
	１１６

	指定管理料の縮減
	５
	８
	４０
	０

	管理を安定して行う人的、財政的基盤
	１５
	８
	１２０
	８９

	利用者の安心・安全確保
	１５
	８
	１２０
	８８

	市の施策への貢献度
	１５
	８
	１２０
	９３

	総　　計
	１１０
	８
	８８０
	６４０

	基 準 点
	－
	－
	５２８
	


９　講評

山口南総合センターは、長寿社会に対応する市民の文化の向上、健康と福祉の増進及び体育の振興を図る拠点として、大きな役割を果たしています。そこで、指定管理者になろうとする団体については、施設の持っている目的や性格を踏まえ、（別紙１）指定管理者候補者選定基準に基づき検討し、審査しました。

株式会社三宅商事は、これらの審査事項について、これまでの実績・ノウハウを生かした施設管理の運営方針や、自主事業も含めた利用者の公平・平等な利用の確保、マニュアル整備による管理体制づくり、地域団体との連携の充実などの面において、高い評価となりました。
以上のような点を踏まえ、審査基準に従って株式会社三宅商事を山口南総合センター指定管理者の候補者として選定します。
別紙１　指定管理者候補者選定基準

	選　定　基　準
	配点

	①利用者の公平性・平等性の確保
	１０

	
	・公の施設を運営するにあたっての基本的な考え方
	

	
	・利用者の公平・平等な利用を確保するための方策
	

	②施設の効用の最大限の発揮
	３０

	
	・施設管理の運営方針
	

	
	・利用促進に向けた方策
	

	
	・利用者ニーズの把握とサービス向上のための方策
	

	
	・苦情対応のための方策
	

	③管理運営経費の縮減
	２０

	
	・施設維持管理のための方策
	

	
	・施設修繕に対する方針及び対応
	

	
	・効率的・経済的な施設管理
	

	
	・収支予算書の妥当性
	

	④指定管理料の縮減
	５

	
	・指定管理料の縮減
	

	⑤管理を安定して行う人的、財政的基盤
	１５

	
	・適切に行える職員体制
	

	
	・職員の指導育成・研修体制
	

	
	・安定した管理を行うための財政的基盤
	

	⑥利用者の安心・安全確保
	１５

	
	・危機管理・安全管理体制
	

	
	・個人情報の取扱いの方針及び具体的手法
	

	⑦市の施策への貢献度
	１５

	
	・地域団体等との連携
	

	
	・市の施策に配慮した事業活動の提案及び実績
	

	合　　　　　　計
	１１０


